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基本目標１ 

稼ぐ力と新しい価値を生み出すしごとをつくる 

 

１ 基本目標の柱 

 ・ 既存産業の高付加価値化と競争力強化による地域経済の活性化 

  ・ 新たな雇用・ビジネスチャンスの創出（企業誘致・創業支援・デジタル活用） 

  ・ 地域資源を活かした産業振興（農業・製造業・医療福祉） 

  ・ スマート農業・販路拡大による農業収益力向上 

 ・ 中小企業・小規模事業者の経営基盤強化と持続可能な経営体制の確立 

 

２ 現状と課題 

本市は農業、製造業、中小企業など地域資源を活かした産業を有するものの、人口減少や市場縮小

の影響で地域経済の持続的成長が課題となっています。市内事業所の９割以上を占める中小企業では、

経営者の高齢化や後継者不足が進む中、燃料・資材価格の高騰など厳しい経営環境に直面しており、

経営基盤の強化と人材確保が急務です。 

また、消費行動の変化により中心市街地の空き店舗が増加し、にぎわいが失われつつあることから、

空き店舗活用や創業支援、イベント等による商業活性化が求められています。 

さらに、企業誘致や市内企業の拡大に必要な事業用地が不足しており、計画的な確保や未利用施設

の活用が必要です。 

加えて、農業では担い手不足や資材高騰、鳥獣被害、荒廃農地など課題が山積しており、スマート

農業や６次産業化 （ 13）による収益力向上が不可欠です。多様な人材が活躍できる環境整備や地域

全体での連携も重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             

(※13)  6 次産業化…農林漁業者（1 次産業）が自ら生産した農林水産物を加工（2 次産業）し、さらに流通・販売（3 次

産業）までを一貫して手掛けることで、付加価値を高め、収益向上と農山漁村の活性化を図る取り組みのこと。 

資料 2-2 
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３ 目標達成のための方向性 

(1)  市として目指す姿・取組の方針 

地域の事業者が安定して事業を継続できる環境を整備し、多様な人材が能力を発揮できる社会の

実現を目指します。 

さらに、イノベーションの創出を促進し、地域経済の活性化を図るとともに、住民や来訪者の交

流を深め、ひととのつながりが広がる「活力ある地域社会」の形成を推進します。地域の魅力と活

力を高める取組を強化します。 

(2)  重点とする取組 

・ 地域資源を活かした高付加価値型産業の創出 

・ 中小企業・小規模事業者の経営基盤強化（事業承継・販路開拓・DX推進） 

・ 起業・創業支援とスタートアップ育成、コワーキングスペース（ 14）の活用促進 

・ 空き店舗の再生とまちなか活性化（改修支援、サテライトオフィス（ 15）誘致等） 

・ 企業誘致・事業用地の確保、産業拠点の整備促進 

・ スマート農業・６次産業化・有機農業推進による収益力強化 

・ 市民・企業・大学・金融機関の共創による分野横断型プロジェクトの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             

(※14)  コワーキングスペース…事務所スペース、会議室、打ち合わせスペースなどを共有しながら独立した仕事を行う

共働ワークスタイルのこと。 

(※15)  サテライトオフィス…会社のオフィスとは別の場所に作られた、小さなオフィスのこと。都市部に作られたり、

都市部から少し離れたところに作られたり、遠く離れた地方に作られたりとさまざまなタイプがある。 
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４ 目標達成に係る主要事業（例） 

(1)  中小企業経営基盤強化・販路拡大支援事業 

補助事業や利子補給制度 （ 16）を活用した資金調達支援を行うとともに、地場産品を活かした

付加価値商品の開発や、ふるさと納税と連携した PR 活動を推進します。企業の販路拡大を図るた

め、展示会への出展支援や ECサイト構築に向けたサポートにも取り組みます。 

(2)  産業人材確保・就業マッチング推進事業 

企業紹介動画やオンライン合同説明会を通じた情報発信を強化し、求職者と企業のマッチング機

会を拡大しています。インターンシップの促進や資格取得への支援、職場環境の改善支援などによ

り、多様な人材が働きやすい環境づくりを進めます。 

(3)  創業・企業誘致・事業承継支援事業 

創業塾の開催や創業資金の助成、シェアオフィスやコワーキングスペース等の整備を通じて、新

たなビジネスの創出を後押ししています。企業誘致を促進するため、立地情報を集約し土地取得・

造成に要する補助、設備投資の奨励などを行うほか、事業承継マッチング支援や経営者世代交代へ

の対応強化にも取り組みます。 

(4)  農業収益力向上・担い手確保推進事業 

スマート農業の導入支援や有機農業の推進、販路拡大のサポートを進めるとともに、新規就農者

への伴走支援や農地のゾーニングと基盤整備を行っています。鳥獣被害対策や荒廃農地の解消、老

朽化した農業用施設の更新支援など、多様な課題解決に向けた取組を展開します。 

(5) 空き店舗再生・まちなか活性化推進事業 

空き店舗情報の一元管理と創業者への情報提供を行い、改修補助金制度の活用やサテライトオフ

ィス誘致を推進しています。商店街のにぎわいを創出するため、各種イベントの開催や地域資源を

活かした集客促進にも力を入れていきます。 

 

５ 重要業績評価指標（KPI） 

 ・ 市内総生産額 商工課 

  → 市内で生産された付加価値額を測定し、地域経済全体の活力や成長状況を把握する指標とする。 

・ 市内農業生産額 農林課 

  → 市内の農業生産額を測定し、農業経営の活性化および地域資源の有効活用状況を把握する指標

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

                                             

(※16)  利子補給制度…事業者等が金融機関からの借入により資金調達を行う際、支払利息の一部又は全部を行政等が

補助する制度のこと。 
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基本目標２ 

地域の担い手となる多様なひとの流れをつくる 

 

１ 基本目標の柱 

  ・ 地域の将来を担う人材の育成と定着促進 

  ・ 多様な働き方やキャリア形成を支える仕組みづくり 

 ・ 二地域居住・ワーケーション等による関係人口の多層化 

 ・ 観光を起点とした交流人口・関係人口・移住者の増加 

 

２ 現状と課題 

本市では、人口減少や少子高齢化の進行により、若年層や子育て世代の市外流出が続き、人手不足

が深刻化しています。観光業では外国人労働者の受け入れが進む一方で、専門的な支援体制や多文化

共生 （ 17）の仕組みが十分でなく、外国人市民が地域の一員として主体的に参画できる環境整備が

課題です。 

また、豊富な地域資源を活かした観光振興を推進するには、担い手不足や観光商品の企画・運営体

制の強化が必要です。 

さらに、関係人口の創出や市外とのつながりづくりは十分ではなく、UIターン （ 18）希望者への

情報発信やマッチングの機会も限られています。市民の郷土愛の醸成や、まちの魅力を広く伝えるブ

ランディングの強化も重要な課題です。 

 

３ 目標達成のための方向性 

(1) 市として目指す姿・取組の方針 

観光を起点とした交流人口・関係人口の拡大を重視し、来訪者を移住や二地域居住につなげる取

組を強化します。ワーケーションや移住体験ツアーなど長期滞在型の仕組みを整備し、観光・移住・

定住を一体的に推進します。 

また、外国人市民を含む多様な人材が活躍できる環境を整え、異文化理解を深めることで多文化

共生型のまちづくりを進めます。さらに、市民の郷土愛を育み、まちの魅力を発信する体制を強化

し、住みたい・住み続けたいまちの実現を目指します。 

(2) 重点とする取組 

・ 若者や女性に選ばれる魅力的な学びの場・働きの場の創出 

・ 移住・定住施策の強化と多様な関係人口の創出・拡大 

・ 二地域居住やリモートワーク等の新しいライフスタイルの推進 

・ 市民の郷土愛醸成と地域ブランディング強化 

・ 外国人市民と地域住民が共に暮らす多文化共生の環境整備 

                                             

(※17) 多文化共生… 国籍や民族、言語、文化的背景の異なる人々が、互いの文化を尊重しつつ、地域社会の対等な構

成員として共に生きていくことをいう。 

(※18)  UI ターン…都市部から地方への移住形態の総称であり、U ターン（出身地や縁のある地方に戻る移住）と I タ

ーン（出身地以外の地方へ新たに移住）を合わせた呼称をいう。 
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４ 目標達成に係る主要事業（例） 

(1) 移住・定住促進事業 

オンライン移住相談や移住フェアへの出展、移住体験ツアーの開催、就業・就農支援などを通じ

て、地域に定住する人口の増加を図り、若年層や子育て世代を含む多様な人材の定着を促進します。 

(2) 関係人口拡大・交流事業 

ふるさと納税の活用やワーケーションの受入、地域活動への参加促進、都市圏との交流イベント

開催などを通じて、地域と関わる人々の機会を拡大し、多様な関係人口の形成を支援します。 

(3) 観光交流促進事業  

観光協会や地域団体と連携し、地域資源を活かした観光商品やイベントを企画・運営します。多

言語対応や外国語ガイドの育成を進め、国内外からの観光客誘致と交流の活性化を図ります。 

(4)  地域活動担い手育成事業 

地域リーダーの育成やボランティア活動支援、自治会活動の活性化を通じて、地域運営を担う人

材を育成します。市民が主体的に地域活動に参画できる環境づくりを進めます。 

(5)  多文化共生推進事業 

外国人市民への生活支援や日本語講座の充実、国際交流イベントの開催などを通じ、異文化理解

を促進します。多様性を尊重し、誰もが安心して地域社会に参画できる環境づくりを推進します。 

 

５ 重要業績評価指標（KPI） 

 ・ 観光交流客数（ 19） 観光文化課 

  → 市内を訪れる観光客や交流人口の推移を測定し、観光振興および地域経済への波及効果を把握

する指標とする。 

・ 移住相談等を通じた移住者数 企画課 

  → 県・市の相談窓口やイベント等を経由した移住者数を測定し、移住定住施策の成果を把握する

指標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             

(※19)  観光交流客数…市内旅館等への宿泊客数と観光レクリエーション客数（韮山反射炉、江川邸、民間観光施設、観

光農園、日帰り温泉施設などの利用者数）を足した人数のこと。 
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基本目標３ 

誰もが安心して暮らせるまちをつくる 

 

１ 基本目標の柱 

  ・ 妊娠・出産・子育て期を含む切れ目のない子育て支援と多様な働き方の両立支援 

・ 医療・介護・生活支援を含む安心・安全な生活環境の充実 

・ 地域コミュニティの再生と多世代交流 

・ 災害や感染症等のリスクに柔軟に対応し、住み続けられる地域づくり 

 

２ 現状と課題 

本市では、出生数の減少や高齢化の進行により、子育て世帯や高齢者、障がい者を含む多様な市民

への支援ニーズが高まっています。子育て支援では、保育士不足や一時預かり・病児保育の整備不足、

家庭児童相談や虐待対応の体制強化が課題となっており、幼稚園・保育園の認定こども園化や地域連

携の推進が求められています。 

教育面では、児童生徒数の減少に伴う施設・職員体制の調整や、質の高い学びの確保が課題です。

生涯学習・文化・スポーツでは、市民の多様なニーズに応じた講座や施設運営、歴史・文化の普及啓

発、スポーツ参加の促進が必要です。 

健康・医療・福祉分野では、生活習慣病予防や医療・介護体制の持続可能性、障がい者支援や孤立

防止の取り組みが課題となっています。 

さらに、地域福祉や支え合いの推進には、民生児童委員やボランティアなどの担い手確保や情報提

供体制の整備が求められています。 

これらの課題に対応するため、制度・体制の充実や人材確保、地域連携の強化が喫緊の課題です。 

 

３ 目標達成のための方向性 

 (1) 市として目指す姿・取組の方針 

子育て世帯、高齢者、障がい者など多様な市民が安心して暮らせるまちを目指します。保育・教

育・福祉・医療・生涯学習・地域福祉の各分野において、制度・体制を充実させ、地域連携や民間・

ボランティアの力を活かしながら、誰もが自分らしく暮らせる環境を整備します。 

また、子どもから高齢者まで多世代が交流できる機会を創出し、市民の郷土愛や地域への参画意

欲を醸成することで、住み続けたいまちの実現を目指します。 
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(2) 重点とする取組  

・ 子育て支援・教育体制の充実と、質の高い学びの場の確保 

・ 高齢者・障がい者支援や医療・福祉サービスの持続可能性の強化 

・ 地域コミュニティやボランティア活動を通じた地域福祉・支え合いの推進 

・ 多世代交流や地域行事を通じた市民の郷土愛醸成 

・ 市民参加型の施策や情報発信による選ばれる地域づくりの推進 

 

４ 目標達成に係る主要事業（例） 

(1) 子育て支援・働き方両立支援事業 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供します。保育・学童・子育て相談の充実に

加え、柔軟な働き方を支援する制度や職場環境の整備を推進し、子育て世代が安心して生活・就労

できる環境を整えます。 

(2)  医療・介護・生活支援充実事業 

高齢者や障がい者、子育て世帯など幅広い世代が安心して暮らせるよう、在宅医療・介護サービ

スの充実や生活支援サービスの提供を行います。地域包括ケアシステムの強化や ICT 活用による情

報共有を進め、地域全体で支え合う仕組みを構築します。 

(3)  地域コミュニティ再生・多世代交流事業 

地域行事、ボランティア活動、自治会活動を通じて、地域コミュニティの活性化を図ります。子

どもから高齢者まで多世代が交流できる拠点づくりやプログラムの整備により、地域の絆と共助の

文化を育みます。 

(4)  災害・感染症対応強化事業 

災害時や感染症流行時に迅速・的確に対応できる体制を整備します。防災訓練や避難所運営の改

善、地域での見守りネットワーク構築、感染症対策の普及啓発などを通じ、災害や感染症等のリス

クに柔軟に対応し、安全な地域社会の実現を目指します。 

(5)  地域資源活用と健康づくり事業 

地域の自然・文化・スポーツ資源を活用した健康増進プログラムや地域活動を支援します。市民

の主体的な参加を促進し、健康で活力ある暮らしの実現と地域の持続可能性向上を図ります。 

 

５ 重要業績評価指標（KPI） 

 ・ 特定健診受診率 国保年金課 

  → 特定健診の受診状況を測定し、市民の健康づくりおよび予防医療の推進状況を把握する指標と

する。 

・ 人身事故発生件数 危機管理課 

  → 市内で発生した人身事故件数を測定し、安全・安心な生活環境の維持状況を把握する指標とす

る。 
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基本目標４ 

デジタル技術を活用し、持続可能で住みよいまちをつくる 

 

１ 基本目標の柱  

・ 多様なライフスタイルに対応した行政サービスの充実 

・ 新技術を活用したインフラメンテナンスと多機能化 

・ 災害に強く、安全・安心なまちづくりの推進 

・ デジタル技術を駆使した地域課題の解決 

 

２ 現状と課題 

本市における行政サービスのデジタル化は一定程度進んでいるものの、市民の利便性向上や地域課

題の解決といった本来の目的に対する活用は、なお十分とは言えません。窓口の効率化、オンライン

申請やオンライン相談に対応した業務の拡大、AI の利用促進などが求められる一方で、デジタル人材

の確保・育成や業務改革（BPR）の取組の徹底などが課題として残されています。  

また、災害対応や環境負荷低減といった分野でも、デジタル技術による改善の余地は大きいものと

なっています。デジタル技術を利用した業務プロセスや体制の見直しが進んでいますが、他自治体で

成果が確認されている先進的な取組の導入について、柔軟に検討がなされていないのが現状です。  

さらに、人口減少が進行し、財政的制約が増加する中で、限られた人的資源のもと、効率的かつ質

の高い行政サービスを維持・向上させていくには、業務全体におけるデジタル技術の戦略的活用が不

可欠であり、今後の自治体運営における喫緊の課題となっています。  

 

３ 目標達成のための方向性 

(1) 市として目指す姿・取組の方針 

行政手続きのオンライン化や情報基盤を整備し、誰もが使いやすいデジタルサービスの提供と、

官民共創による社会実装を推進します。  

さらに、市民参加型の DX やデジタル技術の多分野への活用を通じて、地域課題の解決と生活の質

の向上、持続可能な地域社会の実現を目指すとともに、デジタル人材の確保・育成やデジタル技術

の進展に沿ったセキュリティ対策を進めることで、DX 推進体制の強化に努めます。  

 

 

(2) 重点とする取組  

・ AI・デジタル技術を積極的に活用した市民ニーズへの対応 

・ 自然災害への備えや生活基盤の環境整備に対するデジタル技術の活用 

・ デジタル技術を駆使した地域課題解決の推進  

・ デジタル人材の確保・育成、組織改革 

・ セキュリティ対策の徹底による安全・安心の確保 
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４ 目標達成に係る主要事業（例） 

(1) 自治体 DX 推進事業  

行政手続きのオンライン化、AI の利用促進、公金収納におけるキャッシュレス決済の拡大により、

窓口・相談・事務作業の効率化を進め、市民の利便性を向上させます。  

(2) 防災、インフラ整備における DX 推進事業 

防災システムのスマート化、道路・管路等点検のデジタル化を推進し、市民が安全・安心に暮ら

すことができるまちを目指します。  

(3) 福祉における DX、地域における DX 推進事業 

子育て・医療・福祉などの行政サービスをデジタル化し、市民の生活の質向上と地域課題解決に

貢献します。  

(4) デジタルセキュリティ・情報安全対策事業  

セキュリティポリシー・庁内ネットワークの見直し、インシデント （ 20）対応強化などにより、

安全・安心なデジタル環境の維持・向上に努めます。  

(5) デジタル人材育成事業 

職員のデジタル人材育成研修、テレワーク、EBPM（ 21）による政策形成支援などにより、デジ

タルに強いスマートな組織を目指します。 

 

５ 重要業績評価指標（KPI） 

・ オンライン申請率 情報政策課 

→ 行政手続きにおけるオンライン申請された割合を測定し、デジタル化の進展や市民の利便性向

上に対する影響度を把握する指標とする。 

・ コンビニ交付利用率 市民課 

  → マイナンバーカードを活用した各種証明書のコンビニ交付サービスの利用状況を測定し、行政

サービスのデジタル化（DX）の進捗度を把握する指標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                             

(※20)  インシデント…行政の業務運営や情報システムの正常な稼働を妨げ、またはそのおそれがある事故、事案、また

は異常な出来事のこと。 

(※21)  EBPM…Evidence Based Policy Making（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング）の略。「証拠に基づく

政策立案」と訳され、政策の企画・立案において、経験や勘に頼るのではなく、統計などのデータや専門的な知見

といった「エビデンス（合理的根拠）」に基づいて合理的に判断する手法のこと。 


